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(57)【要約】
【課題】リップ溝形鋼に取り付けられる回転金具の回転
位置を安定させるパネル固定構造を提供する。
【解決手段】パネル固定構造１のパネル固定金具１０は
、回転金具３０と天板金具４０を備える。回転金具３０
は板状部３２と一対の側壁部３８を備える。一対の側壁
部３８は、板状部３２の両端部の夫々から下方に延びる
。回転金具３０は、板状部３２の各第一端辺３４がリッ
プ溝形鋼２０と平行になる姿勢で、リップ片２６側から
リップ溝形鋼２０内部に挿入される。天板金具４０は平
板部４２と一対の延設部４８を備える。平板部４２は、
リップ溝形鋼２０に載置され、太陽電池パネル３を支持
する。一対の延設部４８は、平板部４２の両端部の夫々
から下方に延びる。一対の延設部４８は、隙間２７を介
してリップ溝形鋼２０の内部に進入し、一対の側壁部３
８を挟んで互いに対向する。一対の延設部４８は、回転
金具３０の貫通孔を中心とした回転を規制する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　溝底部と、前記溝底部の溝幅方向の両端部の夫々から立設する一対の溝壁部と、前記一
対の溝壁部の夫々の先端部から互いに近接する方向に突出する一対のリップ片とを備えた
リップ溝形鋼と、
　前記溝底部側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、締結部材が挿通される貫通孔が
前記一対のリップ片の間において形成された板状部と、前記板状部のうち長手方向と直交
する方向の両端部から前記一対の溝壁部の立設する方向とは反対の第一方向に夫々延びる
一対の側壁部とを備えた回転金具と、
　前記板状部とは反対側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、前記締結部材が挿通さ
れる貫通口が形成され、さらにパネルを支持可能な平板部と、前記平板部の一端部と前記
一端部とは反対側の他端部の夫々から前記第一方向に延び、前記一対のリップ片の間を介
して前記リップ溝形鋼の内部に進入し、前記一対の側壁部を挟んで互いに対向する一対の
延設部とを有し、前記平板部とは異なる位置で前記パネルを支持する支持金具が設置され
る天板金具とを備え、
　前記板状部は、前記長手方向の長さが、前記一対のリップ片の一方から他方に至る最短
の距離である溝開口幅よりも長く、前記長手方向と直交する前記方向の長さが、前記溝開
口幅よりも短い形状であり、
　前記回転金具の前記貫通孔を中心とした回転位置は、前記板状部の前記溝幅方向の長さ
が前記溝開口幅よりも短い第一回転位置と、前記板状部の前記溝幅方向の長さが前記溝開
口幅よりも長い第二回転位置とに変位可能であり、
　前記一対の延設部の一方から他方に至る最短の距離は、前記第一回転位置にある前記板
状部の、前記リップ溝形鋼の延設方向の長さよりも短いことを特徴とするパネル固定構造
。
【請求項２】
　前記天板金具は、前記一対の延設部の対向方向と直交する方向における前記平板部の両
端部の夫々に設けられ、且つ前記平板部と平行な板状に形成された一対の載置部をさらに
備えたことを特徴とする請求項１に記載のパネル固定構造。
【請求項３】
　前記一対の側壁部の間に配置されるインナー金具をさらに備え、
　前記インナー金具は、
　互いに対向する一対の対向壁部と、
　前記各対向壁部の、前記一対の溝壁部の立設する方向側の端部を互いに接続し、前記締
結部材が挿通される孔部が形成され、前記溝底部側から前記板状部と当接する壁部と、
　前記一対の側壁部に当接することで、前記壁部の前記孔部を中心とした回転を規制する
規制手段とを備え、
　前記貫通孔、前記貫通口、及び前記孔部は、ボルトが挿通されることを特徴とする請求
項１又は２に記載のパネル固定構造。
【請求項４】
　前記規制手段は、前記壁部の周端部のうち、前記孔部を挟んで互いに対向する二つの部
位の夫々に形成する一対の規制部を備え、
　前記一対の規制部を互いに結ぶ直線距離は、前記一対の側壁部の一方から他方に至る最
短の距離よりも長いことを特徴とする請求項３に記載のパネル固定構造。
【請求項５】
　前記規制手段は、前記一対の対向壁部のうち、前記孔部の中心を通過する軸線を挟んで
互いに対向する二つの部位の夫々に設けられ、且つ前記第一方向と平行な方向に延びる一
対の接触部を備え、
　前記一対の接触部を互いに結ぶ直線距離は、前記一対の側壁部の一方から他方に至る最
短の距離よりも長いことを特徴とする請求項３又は４に記載のパネル固定構造。
【請求項６】



(3) JP 2016-98890 A 2016.5.30

10

20

30

40

50

　溝底部と、前記溝底部の溝幅方向の両端部の夫々から立設する一対の溝壁部と、前記一
対の溝壁部の夫々の先端部から互いに近接する方向に突出する一対のリップ片とを備えた
リップ溝形鋼に設けられ、パネルが固定されるパネル固定金具であって、
　前記溝底部側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、締結部材が挿通される貫通孔が
前記一対のリップ片の間において形成された板状部と、前記板状部のうち長手方向と直交
する方向の両端部から前記一対の溝壁部の立設する方向とは反対の第一方向に夫々延びる
一対の側壁部とを備えた回転金具と、
　前記板状部とは反対側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、前記締結部材が挿通さ
れる貫通口が形成され、さらに前記パネルを支持可能な平板部と、前記平板部の一端部と
前記一端部とは反対側の他端部の夫々から前記第一方向に延び、前記一対のリップ片の間
を介して前記リップ溝形鋼の内部に進入し、前記一対の側壁部を挟んで互いに対向する一
対の延設部とを有し、前記平板部とは異なる位置で前記パネルを支持する支持金具が設置
される天板金具とを備え、
　前記板状部は、前記長手方向の長さが、前記一対のリップ片の一方から他方に至る最短
の距離である溝開口幅よりも長く、前記長手方向と直交する前記方向の長さが、前記溝開
口幅よりも短い形状であり、
　前記回転金具の前記貫通孔を中心とした回転位置は、前記板状部の前記溝幅方向の長さ
が前記溝開口幅よりも短い第一回転位置と、前記板状部の前記溝幅方向の長さが前記溝開
口幅よりも長い第二回転位置とに変位可能であり、
　前記一対の延設部の一方から他方に至る最短の距離は、前記第一回転位置にある前記板
状部の、前記リップ溝形鋼の延設方向の長さよりも短いことを特徴とするパネル固定金具
。
【請求項７】
　溝底部と、前記溝底部の溝幅方向の両端部の夫々から立設する一対の溝壁部と、前記一
対の溝壁部の夫々の先端部から互いに近接する方向に突出する一対のリップ片とを備えた
リップ溝形鋼の内部に進入可能な回転金具であって、
　前記溝底部側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、締結部材が挿通される貫通孔が
前記一対のリップ片の間において形成された板状部と、
　前記板状部のうち長手方向と直交する方向の両端部から前記一対の溝壁部の立設する方
向とは反対の第一方向に延びる一対の側壁部とを備え、
　前記板状部は、前記長手方向の長さが、前記一対のリップ片の一方から他方に至る最短
の距離である溝開口幅よりも長く、前記長手方向と直交する前記方向の長さが、前記溝開
口幅よりも短い形状であり、
　前記一対の側壁部は、夫々、
　前記板状部とは反対側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、前記締結部材が挿通さ
れる貫通口が形成され、さらにパネルを支持可能な平板部と、前記平板部の一端部と前記
一端部とは反対側の他端部の夫々から前記第一方向に延び、前記一対のリップ片の間を介
して前記リップ溝形鋼の内部に進入する一対の延設部とを有し、前記平板部とは異なる位
置で前記パネルを支持する支持金具が設置される天板金具の、前記一対の延設部の間に配
置され、
　前記貫通孔を中心とした前記板状部の回転位置は、前記板状部の前記溝幅方向の長さが
前記溝開口幅よりも短い第一回転位置と、前記板状部の前記溝幅方向の長さが前記溝開口
幅よりも長い第二回転位置とに変位可能であり、
　前記第一回転位置にある前記板状部は、前記リップ溝形鋼の延設方向の長さが、前記一
対の延設部の一方から他方に至る最短の距離よりも長い形状であることを特徴とする回転
金具。
【請求項８】
　溝底部と、前記溝底部の溝幅方向の両端部の夫々から立設する一対の溝壁部と、前記一
対の溝壁部の夫々の先端部から互いに近接する方向に突出する一対のリップ片とを備えた
リップ溝形鋼に設けられる天板金具であって、
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　前記溝底部とは反対側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、締結部材が挿通される
貫通口が前記一対のリップ片の間において形成され、さらにパネルを支持可能な平板部と
、
　前記平板部の一端部と前記一端部とは反対側の他端部の夫々から前記一対の溝壁部の立
設する方向とは反対の第二方向に延び、前記一対のリップ片の間を介して前記リップ溝形
鋼の内部に進入可能な一対の延設部とを備え、
　前記平板部とは異なる位置で前記パネルを支持する支持金具が設置され、
　前記一対の延設部は、
　前記平板部とは反対側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、前記締結部材が挿通さ
れる貫通孔が形成された板状部と、前記板状部のうち長手方向と直交する方向の両端部か
ら前記第二方向に夫々延びる一対の側壁部とを備えた回転金具の、前記一対の側壁部の間
を挟んで互いに対向し、
　前記板状部は、前記長手方向の長さが、前記一対のリップ片の一方から他方に至る最短
の距離である溝開口幅よりも長く、前記長手方向と直交する前記方向の長さが、前記溝開
口幅よりも短い形状であり、
　前記回転金具の前記貫通孔を中心とした回転位置は、前記板状部の前記溝幅方向の長さ
が前記溝開口幅よりも短い第一回転位置と、前記板状部の前記溝幅方向の長さが前記溝開
口幅よりも長い第二回転位置とに変位可能であり、
　前記一対の延設部の一方から他方に至る最短の距離は、前記第一回転位置にある前記板
状部の、前記リップ溝形鋼の延設方向の長さよりも短いことを特徴とする天板金具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パネル固定構造、パネル固定金具、回転金具、及び天板金具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、リップ溝形鋼（所謂、シーチャンネル）に、接合対象物を固定する固定構造が知
られている。例えば、特許文献１に開示の固定構造は、リップ溝形鋼と固定金具を備える
。リップ溝形鋼は、互いに対向する一対の側面部と、一対の側面部の夫々の上端部に設け
られた一対のリップ片を有する。固定金具は、第一接合部材及び第二接合部材を備える。
第一接合部材は、リップ溝形鋼の内部で回転可能な回転金具である。第一接合部材は平板
部を有する。平板部は略矩形状であり、リップ片の内表面に当接可能である。平板部の中
央部には第一孔部が形成される。第一孔部は、平板部の下面に固定されたナットと同心で
ある。平板部の四隅は、一対の第一角部及び一対の第二角部によって形成される。一対の
第一角部は、第一孔部を挟んで互いに対向する。一対の第二角部は、第一孔部を挟んで互
いに対向する。一対の第一角部の対向距離はリップ溝形鋼の形鋼内幅より短い一方、一対
の第二角部の対向距離は形鋼内幅より長い。第二接合部材は、リップ片の外表面と当接可
能、且つ接合対象物が設置可能な天板金具であり、平板部の第一孔部と対向する第二孔部
を有する。
【０００３】
　設置者は、第二孔部、第一孔部、及びナットの順にボルトを挿通した後、平板部の長手
方向がリップ溝形鋼の長手方向と平行になる姿勢で、第一接合部材をリップ片側からリッ
プ溝形鋼の内部に挿入する。設置者は、第二接合部材をリップ片の外表面に当接させ、ボ
ルトを締め付ける。平板部は、第一孔部を中心に一方向に回転する。回転する一対の第一
角部は、夫々、一対の側面部と当接しない。一対の第二角部が、夫々、一対の側面部と当
接し、平板部の回転は規制される。平板部の回転が規制された後もボルトが締め付けられ
る。接合対象物が設置される固定金具は、リップ溝形鋼に取り付けられる。ここで、太陽
電池パネル等のパネルが接合対象物として第二接合部材に設置される場合、固定金具は、
リップ溝形鋼にパネルを固定するパネル固定金具として機能し、固定構造は、パネルを固
定するパネル固定構造として機能する。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－１１３３５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、上記パネル固定構造では、ボルトの締結が途中で中断された場合、回転金具と
しての第一接合部材が一方向とは反対の他方向に回転する可能性がある。
【０００６】
　本発明の第一の目的は、リップ溝形鋼に取り付けられる回転金具の回転位置を安定させ
るパネル固定構造を提供することである。本発明の第二の目的は、リップ溝形鋼に取り付
けられる場合に回転位置が安定するパネル固定金具、及び回転金具を提供することである
。本発明の第三の目的は、リップ溝形鋼に取り付けられる回転金具の回転位置を安定させ
る天板金具を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一態様に係るパネル固定構造は、溝底部と、前記溝底部の溝幅方向の両端部の
夫々から立設する一対の溝壁部と、前記一対の溝壁部の夫々の先端部から互いに近接する
方向に突出する一対のリップ片とを備えたリップ溝形鋼と、前記溝底部側から前記一対の
リップ片の夫々に当接し、締結部材が挿通される貫通孔が前記一対のリップ片の間におい
て形成された板状部と、前記板状部のうち長手方向と直交する方向の両端部から前記一対
の溝壁部の立設する方向とは反対の第一方向に夫々延びる一対の側壁部とを備えた回転金
具と、前記板状部とは反対側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、前記締結部材が挿
通される貫通口が形成され、さらにパネルを支持可能な平板部と、前記平板部の一端部と
前記一端部とは反対側の他端部の夫々から前記第一方向に延び、前記一対のリップ片の間
を介して前記リップ溝形鋼の内部に進入し、前記一対の側壁部を挟んで互いに対向する一
対の延設部とを有し、前記平板部とは異なる位置で前記パネルを支持する支持金具が設置
される天板金具とを備え、前記板状部は、前記長手方向の長さが、前記一対のリップ片の
一方から他方に至る最短の距離である溝開口幅よりも長く、前記長手方向と直交する前記
方向の長さが、前記溝開口幅よりも短い形状であり、前記回転金具の前記貫通孔を中心と
した回転位置は、前記板状部の前記溝幅方向の長さが前記溝開口幅よりも短い第一回転位
置と、前記板状部の前記溝幅方向の長さが前記溝開口幅よりも長い第二回転位置とに変位
可能であり、前記一対の延設部の一方から他方に至る最短の距離は、前記第一回転位置に
ある前記板状部の、前記リップ溝形鋼の延設方向の長さよりも短いことを特徴とする。
【０００８】
　上記態様によれば、設置者は、回転金具を第一回転位置に変位させて、一対のリップ片
側からリップ溝形鋼の内部に挿入する。設置者は、リップ溝形鋼の内部に挿入した回転金
具を、第二回転位置まで変位させる。設置者は、貫通孔及び貫通口に締結部材を挿通し、
回転金具と天板金具を連結させる。板状部は溝底部側から一対のリップ片の夫々に当接し
、平板部は板状部とは反対側から一対のリップ片の夫々に当接する。板状部と平板部は、
一対のリップ片を挟み込む。これにより、回転金具及び天板金具はリップ溝形鋼に取り付
けられる。この場合、一対の延設部は、一対のリップ片の間を介してリップ溝形鋼の内部
まで延び、一対の側壁部を挟んで互いに対向する。設置者が平板部にパネルを支持させ、
さらに天板金具に支持金具を設置すれば、パネルはリップ溝形鋼に固定される。ここで、
回転金具及び天板金具がリップ溝形鋼に取り付けられる場合、設置者が、貫通孔及び貫通
口に挿通した締結部材を回転させると、一対の延設部は、貫通口を中心とした回転を一対
のリップ片によって規制される。また、一対の延設部の一方から他方に至る最短の距離は
、第一回転位置にある板状部の、リップ溝形鋼の延設方向における長さよりも短いので、
第二回転位置に変位した一対の側壁部は、貫通孔を中心とした回転を一対の延設部によっ
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て規制される。よって、設置者が締結部材を回転させる場合に、回転金具の回転は規制さ
れる。以上より、リップ溝形鋼に取り付けられる回転金具の回転位置を安定させるパネル
固定構造を実現できる。
【０００９】
　前記パネル固定構造において、前記天板金具は、前記一対の延設部の対向方向と直交す
る方向における前記平板部の両端部の夫々に設けられ、且つ前記平板部と平行な板状に形
成された一対の載置部をさらに備えてもよい。この場合、板状に形成された一対の載置部
が一対のリップ片に上方から当接することで、天板金具とリップ溝形鋼の接触面積は増大
する。パネルが天板金具に設けられることで平板部に作用する荷重は、分散される。よっ
て、パネル固定構造は安定してパネルを支持できる。
【００１０】
　前記パネル固定構造は、前記一対の側壁部の間に配置されるインナー金具をさらに備え
、前記インナー金具は、互いに対向する一対の対向壁部と、前記各対向壁部の、前記一対
の溝壁部の立設する方向側の端部を互いに接続し、前記締結部材が挿通される孔部が形成
され、前記溝底部側から前記板状部と当接する壁部と、前記一対の側壁部に当接すること
で、前記壁部の前記孔部を中心とした回転を規制する規制手段とを備え、前記貫通孔、前
記貫通口、及び前記孔部は、ボルトが挿通されてもよい。この場合、設置者がボルトを孔
部、貫通孔、及び貫通口に挿通し、さらにボルトにナットと挿通することで、回転金具及
び天板金具はリップ溝形鋼に取り付けられる。ここで、設置者がボルトに挿通したナット
を回転させる場合に、回転するボルトが一対の対向壁部と当接する場合であっても、規制
手段は、孔部を中心とした壁部の回転を規制する。これにより、ボルトの回転は規制され
る。設置者は、ボルトに挿通したナットを回転させ易くなる。よって、設置者は、回転金
具及び天板金具をリップ溝形鋼に容易に取り付けることができる。
【００１１】
　前記パネル固定構造において、前記規制手段は、前記壁部の周端部のうち、前記孔部を
挟んで互いに対向する二つの部位の夫々に形成する一対の規制部を備え、前記一対の規制
部を互いに結ぶ直線距離は、前記一対の側壁部の一方から他方に至る最短の距離よりも長
くてもよい。この場合、ボルトに挿通したナットを設置者が回転させることに伴い、ボル
トが回転する場合であっても、一対の規制部が夫々一対の側壁部と当接し、壁部の回転は
規制される。これにより、ボルトの回転は規制される。一対の規制部は、壁部の周端部の
一部を形成する部位であるので、パネル固定構造は、簡易な機構で、ボルトの回転を規制
できる。
【００１２】
　前記パネル固定構造において、前記規制手段は、前記一対の対向壁部のうち、前記孔部
の中心を通過する軸線を挟んで互いに対向する二つの部位の夫々に設けられ、且つ前記第
一方向と平行な方向に延びる一対の接触部を備え、前記一対の接触部を互いに結ぶ直線距
離は、前記一対の側壁部の一方から他方に至る最短の距離よりも長くてもよい。この場合
、ボルトに挿通したナットを設置者が回転させることに伴い、ボルトが回転する場合であ
っても、一対の接触部が夫々一対の側壁部と当接し、壁部の回転は規制される。これによ
り、ボルトの回転は規制される。一対の接触部が、第一方向と平行に延びるので、各接触
部と各側壁部の接触面積が増大する。よって、パネル固定構造はボルトの回転を安定して
規制できる。
【００１３】
　本発明の第二態様に係るパネル固定金具は、溝底部と、前記溝底部の溝幅方向の両端部
の夫々から立設する一対の溝壁部と、前記一対の溝壁部の夫々の先端部から互いに近接す
る方向に突出する一対のリップ片とを備えたリップ溝形鋼に設けられ、パネルが固定され
るパネル固定金具であって、前記溝底部側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、締結
部材が挿通される貫通孔が前記一対のリップ片の間において形成された板状部と、前記板
状部のうち長手方向と直交する方向の両端部から前記一対の溝壁部の立設する方向とは反
対の第一方向に夫々延びる一対の側壁部とを備えた回転金具と、前記板状部とは反対側か
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ら前記一対のリップ片の夫々に当接し、前記締結部材が挿通される貫通口が形成され、さ
らに前記パネルを支持可能な平板部と、前記平板部の一端部と前記一端部とは反対側の他
端部の夫々から前記第一方向に延び、前記一対のリップ片の間を介して前記リップ溝形鋼
の内部に進入し、前記一対の側壁部を挟んで互いに対向する一対の延設部とを有し、前記
平板部とは異なる位置で前記パネルを支持する支持金具が設置される天板金具とを備え、
前記板状部は、前記長手方向の長さが、前記一対のリップ片の一方から他方に至る最短の
距離である溝開口幅よりも長く、前記長手方向と直交する前記方向の長さが、前記溝開口
幅よりも短い形状であり、前記回転金具の前記貫通孔を中心とした回転位置は、前記板状
部の前記溝幅方向の長さが前記溝開口幅よりも短い第一回転位置と、前記板状部の前記溝
幅方向の長さが前記溝開口幅よりも長い第二回転位置とに変位可能であり、前記一対の延
設部の一方から他方に至る最短の距離は、前記第一回転位置にある前記板状部の、前記リ
ップ溝形鋼の延設方向の長さよりも短いことを特徴とする。上記態様によれば、リップ溝
形鋼に取り付けられる場合に回転位置が安定するパネル固定金具を実現できる。
【００１４】
　本発明の第三態様に係る回転金具は、溝底部と、前記溝底部の溝幅方向の両端部の夫々
から立設する一対の溝壁部と、前記一対の溝壁部の夫々の先端部から互いに近接する方向
に突出する一対のリップ片とを備えたリップ溝形鋼の内部に進入可能な回転金具であって
、前記溝底部側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、締結部材が挿通される貫通孔が
前記一対のリップ片の間において形成された板状部と、前記板状部のうち長手方向と直交
する方向の両端部から前記一対の溝壁部の立設する方向とは反対の第一方向に延びる一対
の側壁部とを備え、前記板状部は、前記長手方向の長さが、前記一対のリップ片の一方か
ら他方に至る最短の距離である溝開口幅よりも長く、前記長手方向と直交する前記方向の
長さが、前記溝開口幅よりも短い形状であり、前記一対の側壁部は、夫々、前記板状部と
は反対側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、前記締結部材が挿通される貫通口が形
成され、さらにパネルを支持可能な平板部と、前記平板部の一端部と前記一端部とは反対
側の他端部の夫々から前記第一方向に延び、前記一対のリップ片の間を介して前記リップ
溝形鋼の内部に進入する一対の延設部とを有し、前記平板部とは異なる位置で前記パネル
を支持する支持金具が設置される天板金具の、前記一対の延設部の間に配置され、前記貫
通孔を中心とした前記板状部の回転位置は、前記板状部の前記溝幅方向の長さが前記溝開
口幅よりも短い第一回転位置と、前記板状部の前記溝幅方向の長さが前記溝開口幅よりも
長い第二回転位置とに変位可能であり、前記第一回転位置にある前記板状部は、前記リッ
プ溝形鋼の延設方向の長さが、前記一対の延設部の一方から他方に至る最短の距離よりも
長い形状であることを特徴とする。上記態様によれば、リップ溝形鋼に取り付けられる場
合に回転位置が安定する回転金具を実現できる。
【００１５】
　本発明の第四態様に係る天板金具は、溝底部と、前記溝底部の溝幅方向の両端部の夫々
から立設する一対の溝壁部と、前記一対の溝壁部の夫々の先端部から互いに近接する方向
に突出する一対のリップ片とを備えたリップ溝形鋼に設けられる天板金具であって、前記
溝底部とは反対側から前記一対のリップ片の夫々に当接し、締結部材が挿通される貫通口
が前記一対のリップ片の間において形成され、さらにパネルを支持可能な平板部と、前記
平板部の一端部と前記一端部とは反対側の他端部の夫々から前記一対の溝壁部の立設する
方向とは反対の第二方向に延び、前記一対のリップ片の間を介して前記リップ溝形鋼の内
部に進入可能な一対の延設部とを備え、前記平板部とは異なる位置で前記パネルを支持す
る支持金具が設置され、前記一対の延設部は、前記平板部とは反対側から前記一対のリッ
プ片の夫々に当接し、前記締結部材が挿通される貫通孔が形成された板状部と、前記板状
部のうち長手方向と直交する方向の両端部から前記第二方向に夫々延びる一対の側壁部と
を備えた回転金具の、前記一対の側壁部の間を挟んで互いに対向し、前記板状部は、前記
長手方向の長さが、前記一対のリップ片の一方から他方に至る最短の距離である溝開口幅
よりも長く、前記長手方向と直交する前記方向の長さが、前記溝開口幅よりも短い形状で
あり、前記回転金具の前記貫通孔を中心とした回転位置は、前記板状部の前記溝幅方向の
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長さが前記溝開口幅よりも短い第一回転位置と、前記板状部の前記溝幅方向の長さが前記
溝開口幅よりも長い第二回転位置とに変位可能であり、前記一対の延設部の一方から他方
に至る最短の距離は、前記第一回転位置にある前記板状部の、前記リップ溝形鋼の延設方
向の長さよりも短いことを特徴とする。上記態様によれば、リップ溝形鋼内部に取り付け
られる回転金具の回転位置を安定させる天板金具を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】パネル固定構造１の斜視図である。
【図２】パネル固定構造１の分解斜視図である。
【図３】回転金具３０及びインナー金具５０の斜視図である。
【図４】回転金具３０、インナー金具５０、及びボルト９４の分解斜視図である。
【図５】回転金具３０が回転する流れを示す説明図である。
【図６】天板金具４０及び回転金具３０の斜視図である。
【図７】ボルト９４の回転が規制される流れを下方からみた説明図である。
【図８】リップ溝形鋼２０の延設方向の略中央部に取り付けられるパネル固定金具１０の
斜視図である。
【図９】第一変形例に係るパネル固定構造１１の斜視図である。
【図１０】第二変形例に係るパネル固定構造１２の斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の一実施形態であるパネル固定構造１を説明する。パネル固定構造１は、
太陽電池パネル３を固定するための固定構造である。太陽電池パネル３は、パネルの一例
である。パネル固定構造１は、リップ溝形鋼２０とパネル固定金具１０を備える。図１で
は、リップ溝形鋼２０及びパネル固定金具１０の使用状態を示す。リップ溝形鋼２０は、
例えば、家屋の屋根上に設置される。パネル固定金具１０は、リップ溝形鋼２０に取り付
けられ、太陽電池パネル３が固定される。リップ溝形鋼２０に取り付けられるパネル固定
金具１０には、パネル固定金具１０とは反対側から太陽電池パネル３を挟み込む支持金具
７０が設置される。
【００１８】
　図１を参照し、リップ溝形鋼２０を説明する。リップ溝形鋼２０は、溝底部２２、一対
の溝壁部２４、及び一対のリップ片２６を備える。溝底部２２は略矩形状の板状である。
溝底部２２の長手方向はリップ溝形鋼２０の延設方向であり、溝底部２２の短手方向はリ
ップ溝形鋼２０の溝幅方向である。リップ溝形鋼２０の延設方向は溝幅方向と直交する。
一対の溝壁部２４は、溝底部２２の短手方向の両端部の夫々から直交して立設する。一対
の溝壁部２４は互いに対向する。本実施形態では、各溝壁部２４が溝底部２２から立設す
る方向が上方向であり、各溝壁部２４が立設する方向とは反対の方向が下方向である。ま
た、一対の溝壁部２４の一方から他方に至る最短の距離（図１、図４で示すＷ１）を溝幅
という。一対のリップ片２６は、夫々、一対の溝壁部２４の先端部から互いに近接する方
向へ向けて突出する板状である。一対のリップ片２６は溝底部２２と対向する。以下、一
対のリップ片２６の一方から他方に至る最短の距離（図４、図７で示すＷ２）を溝開口幅
という。溝開口幅は溝幅よりも小さい。
【００１９】
　図２及び図３を参照し、パネル固定金具１０を説明する。パネル固定金具１０は、リッ
プ溝形鋼２０に沿って所定の間隔を空けて複数配置される。以下、リップ溝形鋼２０の延
設方向の一端部に取り付けられた状態のパネル固定金具１０を例に説明する。尚、図３で
は、後述の天板金具４０、支持金具７０、平座金９８、バネ座金９７、及びナット９６の
図示を省略する（図４も同様）。
【００２０】
　図２に示すように、パネル固定金具１０は、回転金具３０、天板金具４０、及びインナ
ー金具５０を備える。回転金具３０は、リップ溝形鋼２０の内部に配置される金具であり
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、一対のリップ片２６と下方向側から当接する。
【００２１】
　図３に示すように、回転金具３０は、板状部３２及び一対の側壁部３８を備える。板状
部３２は、溝底部２２と対向する略平行四辺形状であり、一対のリップ片２６の溝底部２
２側の表面である内表面２６Ａと当接する。板状部３２は上下方向と直交して延びる。板
状部３２の中央部には、円形状の貫通孔３３（図４参照）が形成される。貫通孔３３は、
平面視で一対のリップ片２６の間に配置される。板状部３２は、対角線距離がリップ溝形
鋼２０の溝幅と略等しい形状である。板状部３２の対角線距離は、板状部３２の貫通孔３
３を挟んで互いに対向する二つの角部を結ぶ直線距離（図４で示すＤ１）である。以下、
板状部３２の四つの角部のうち、鈍角の角部を形成する二つの角部を、一対の対向鈍角部
３２Ａといい、鋭角の角部を形成する二つの角部を一対の対向鋭角部３２Ｂという。
【００２２】
　図４に示すように、板状部３２は、一対の第一端辺３４及び一対の第二端辺３５を備え
る。一対の第一端辺３４は、板状部３２の長辺を形成し、互いに平行に延びる。各第一端
辺３４が延びる方向は、板状部３２の長手方向であり、上下方向と直交する。各第一端辺
３４の長さ（図４で示すＤ２）は、リップ溝形鋼２０の溝幅よりも長い。即ち、板状部３
２は、長手方向の長さが溝開口幅よりも長い形状である。一対の第二端辺３５は、夫々、
板状部３２の短辺を形成し、互いに平行に延びる。各第二端辺３５が延びる方向は、板状
部３２の短手方向であり、板状部３２の長手方向と交差する。各第二端辺３５の長さは溝
開口幅よりも短い。以下、板状部３２の延設方向のうち、板状部３２の長手方向と直交す
る方向を直交方向という。板状部３２の直交方向における長さ（図４で示すＤ３）は、第
二端辺３５よりも短い。即ち、板状部３２は、直交方向における長さが溝開口幅よりも短
い形状である。
【００２３】
　一対の側壁部３８は、夫々、板状部３２の直交方向の両端部から、下方向に延びる。一
対の側壁部３８は板状部３２の直交方向に互いに対向する。一対の側壁部３８の夫々の下
端部は、隙間を挟んで溝底部２２と対向する。第一端辺３４と平行な方向における各側壁
部３８の長さ（図４で示すＤ４）は、第一端辺３４と同じ長さであり、リップ溝形鋼２０
の溝幅よりも長い。以下、一対の側壁部３８のうち、一対の対向鈍角部３２Ａの下方にあ
る夫々の部位を、一対の対向接触部３８Ａという。
【００２４】
　回転金具３０の貫通孔３３を中心とした回転位置は、挿入回転位置（図４、図５（Ａ）
参照）と、取付回転位置（図５（Ｂ）参照）とに変位可能である。挿入回転位置は、板状
部３２の溝幅方向の長さが溝開口幅よりも短い回転位置であり、本実施形態では、各第一
端辺３４がリップ溝形鋼２０の延設方向と平行になる回転位置である。板状部３２の直交
方向の長さが溝開口幅よりも短いので、挿入回転位置にある回転金具３０は、一対のリッ
プ片２６の間に形成される隙間２７を上下方向に通過可能である。取付回転位置は、板状
部３２の溝幅方向の長さが溝開口幅よりも長い回転位置であり、本実施形態では、各第二
端辺３５がリップ溝形鋼２０の延設方向と平行となる回転位置である。取付回転位置にあ
る回転金具３０（図２参照）は、一対のリップ片２６の夫々の内表面２６Ａに下方向側か
ら当接可能である。
【００２５】
　図２に示すように、天板金具４０は、一対のリップ片２６によって支持される金具であ
る。天板金具４０は、平板部４２及び一対の延設部４８を備える。平板部４２は、略矩形
状であり、回転金具３０の板状部３２と平行に延びる。平板部４２は、板状部３２の上方
向側に配置される。リップ溝形鋼２０の溝幅方向における平板部４２の両端部には夫々、
一対の載置部４９が形成される。一対の載置部４９は平板部４２と一体的に形成される。
即ち、載置部４９は平板部４２と平行な板状である。載置部４９は、一対のリップ片２６
のうち、内表面２６Ａと対向する表面である外表面２６Ｂに載置される。平板部４２の中
央部には、円形状の貫通口４３が形成される。貫通口４３は貫通孔３３（図４参照）と対
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向する。
【００２６】
　一対の延設部４８は、リップ溝形鋼２０の延設方向における平板部４２の一端部４２Ａ
と、一端部４２Ａとは反対の他端部４２Ｂから、平板部４２から離間する下方向に延びる
。一対の延設部４８の下端部は、隙間を挟んで溝底部２２と対向する。一対の延設部４８
は、隙間２７を介してリップ溝形鋼２０の内部に進入し、回転金具３０の一対の側壁部３
８を挟んで互いに対向する。一対の延設部４８の一方から他方に至る最短の距離（図７で
示すＬ１）は、挿入回転位置にある板状部３２の、リップ溝形鋼２０の延設方向の長さよ
りも短い。以下、一対の延設部４８の一方から他方に至る最短の距離を一対の延設部４８
の対向距離という。一対の延設部４８の対向方向は、リップ溝形鋼２０の延設方向と平行
であり、溝幅方向と直交する。リップ溝形鋼２０の溝幅方向における各延設部４８の長さ
（図７で示すＬ２）は、溝開口幅よりも僅かに短い。尚、一対の延設部４８の下端部は、
溝底部２２と接触していてもよい。
【００２７】
　図３に示すように、インナー金具５０は、回転金具３０の一対の側壁部３８の間に配置
され、板状部３２の下面と当接する金具である。インナー金具５０は、壁部５２及び一対
の対向壁部５８を備える。壁部５２は、略矩形形状であり、板状部３２の下面と当接する
。壁部５２の中央部には、円形状の孔部５３（図４参照）が形成される。孔部５３は、平
面視で一対のリップ片２６の間に配置される。孔部５３は、板状部３２の貫通孔３３と対
向する。
【００２８】
　壁部５２の周端部のうち四つの角部には、夫々、規制部５２Ａが形成される。以下、四
つの規制部５２Ａのうち、孔部５３を挟んで互いに対向する二つの規制部５２Ａを、一対
の規制部５２Ａという。壁部５２には、一対の規制部５２Ａが二組形成される。一対の規
制部５２Ａを互いに結ぶ直線距離は、一対の側壁部３８の一方から他方に至る最短の距離
（図７で示すＬ３）よりも長い（図７参照）。以下、一対の側壁部３８の一方から他方に
至る最短の距離を、一対に側壁部３８の対向距離という。即ち、インナー金具５０が孔部
５３を中心に回転する場合、二組ある一対の規制部５２Ａのうち少なくとも一組は、一対
の側壁部３８と当接可能である。
【００２９】
　図４に示すように、一対の対向壁部５８は、夫々、リップ溝形鋼２０の延設方向におけ
る壁部５２の両端部の夫々から下方に向けて延びる。一対の対向壁部５８は、一対の側壁
部３８の間及び一対の溝壁部２４の間で互いに対向し、板状部３２の長手方向に沿って並
ぶ。各対向壁部５８は二つの接触部５８Ａを備える。
【００３０】
　二つの接触部５８Ａは、夫々、一対の対向壁部５８の対向方向と直交する方向における
各対向壁部５８の端部である。各接触部５８Ａは、上下方向に延びる。一対の対向壁部５
８には四つの接触部５８Ａが形成される。各接触部５８Ａは各規制部５２Ａの下方に位置
する。以下、四つの接触部５８Ａのうち、軸線Ｐを挟んで互い対向する二つの接触部５８
Ａを、一対の接触部５８Ａという。軸線Ｐは、孔部５３の中心を通過して上下方向に延び
る。一対の対向壁部５８には、一対の接触部５８Ａが二組形成される。一対の接触部５８
Ａを互いに結ぶ直線距離は、一対の側壁部３８の対向距離よりも長い（図７参照）。即ち
、インナー金具５０が孔部５３を中心に回転する場合、二組ある一対の接触部５８Ａのう
ち少なくとも一組は、一対の側壁部３８と当接可能である。
【００３１】
　図２を参照し、リップ溝形鋼２０に取り付けられた状態の支持金具７０を説明する。支
持金具７０は、天板金具４０の平板部４２に設置され、天板金具４０との間で太陽電池パ
ネル３を挟む金具である。支持金具７０は設置部７２を備える。設置部７２は、平板部４
２と平行に延びる略矩形状の板状である。設置部７２は、短手方向がリップ溝形鋼２０の
延設方向と平行になる姿勢で、平板部４２に設置される。設置部７２の中央部には、円形
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状のボルト孔７３が形成される。ボルト孔７３は、平板部４２の貫通口４３と対向する。
【００３２】
　設置部７２の短手方向の一端部には、立設部７５が設けられる。立設部７５は設置部７
２から上方に立設する。立設部７５の上端部には、板状の支持部７６が設けられる。支持
部７６は、リップ溝形鋼２０に沿ってボルト孔７３から離間する方向に、立設部７５から
突出する。支持部７６は、太陽電池パネル３の上面を下方に向けて押圧する。
【００３３】
　パネル固定金具１０及び支持金具７０は、ボルト９４及びナット９６によって、リップ
溝形鋼２０に取り付けられる。本実施形態のボルト９４及びナット９６は、夫々、ＪＩＳ
規格（ＪＩＳ－Ｂ－１１８１，１１８２）で定められる「Ｍ８」の標準ボルト及び標準ナ
ットある。
【００３４】
　図３に示すように、締結部材であるボルト９４は、頭部９３及び軸部９１を備える。頭
部９３は、上下方向に厚さを有する六角形形状であり、インナー金具５０の一対の対向壁
部５８の間に配置される。頭部９３は壁部５２を板状部３２に向けて押圧する。頭部９３
は、中心部を挟んで互いに対向する角部を結ぶ直線距離（対角線距離）が、一対の対向壁
部５８の一方から他方へ至る最短の距離（図７で示すＬ４）よりも長くなる形状である（
図７参照）。即ち、ボルト９４が回転する場合、頭部９３は一対の対向壁部５８と当接可
能である。
【００３５】
　図２に示すように、軸部９１は、孔部５３（図４参照）、貫通孔３３（図４参照）、貫
通口４３、及びボルト孔７３に挿通され、設置部７２から上方に突出する。ナット９６は
軸部９１に挿通され、バネ座金９７及び平座金９８を挟んで設置部７２の上面を押圧する
。バネ座金９７及び平座金９８は、ナット９６と設置部７２の間で上側から順に配置され
る。ナット９６と設置部７２の間に平座金９８が設けられることで、ナット９６が設置部
７２の上面を強固に押圧しても、設置部７２は損傷しにくい。ナット９６と設置部７２の
間にバネ座金９７が設けられることで、ナット９６は緩みにくい。
【００３６】
　図２、図４～図７を参照し、パネル固定金具１０及び支持金具７０をリップ溝形鋼２０
に取り付け、太陽電池パネル３をパネル固定金具１０及び支持金具７０に固定する方法を
説明する。なお、図７では、リップ溝形鋼２０、ボルト９４、インナー金具５０、回転金
具３０、及び天板金具４０を模式的に図示する。
【００３７】
　図４に示すように、設置者は、回転金具３０の一対の側壁部３８の間にインナー金具５
０を配置し、孔部５３が貫通孔３３と対向する位置で壁部５２を板状部３２に当接させる
。この場合、設置者はインナー金具５０の姿勢を、一対の対向壁部５８が板状部３２の長
手方向に沿って並ぶ姿勢にする。
【００３８】
　設置者は、ボルト９４の軸部９１を、孔部５３及び貫通孔３３の順に挿通する。設置者
は、回転金具３０を挿入回転位置に変位させ、インナー金具５０及びボルト９４と共に一
対のリップ片２６側から隙間２７を介してリップ溝形鋼２０の内部に挿入する。回転金具
３０、インナー金具５０、及びボルト９４は、リップ溝形鋼２０の内部に配置される。
【００３９】
　図５に示すように、設置者は、リップ溝形鋼２０の内部に挿入した回転金具３０を、イ
ンナー金具５０及びボルト９４と共に、回転させる。本実施形態では、回転金具３０の回
転方向は、板状部３２の一対の対向鈍角部３２Ａが、一対の対向鋭角部３２Ｂよりも先に
一対の溝壁部２４に当接する回転方向であり、例えば平面視で時計回り（図５（Ａ）の矢
印Ａ方向）である。回転金具３０は、挿入回転位置から取付回転位置へ向けて回転する（
図５（Ｂ））。
【００４０】
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　ここで、板状部３２の対角線距離がリップ溝形鋼２０の溝幅と略等しい。従って、回転
金具３０が取付回転位置まで回転する前に、一対の対向鈍角部３２Ａと、一対の対向接触
部３８Ａが、夫々、一対の溝壁部２４と当接する。これにより、回転金具３０は一旦停止
する。設置者が更に強い力で、回転金具３０を平面視で時計回りに付勢すると、回転金具
３０は、一対の対向鈍角部３２Ａと、一対の対向接触部３８Ａを夫々、一対の溝壁部２４
に対して摺動させながら再び回転する。一対の対向鈍角部３２Ａと、一対の対向接触部３
８Ａは、一対の溝壁部２４から離間する。回転金具３０は一対の溝壁部２４と接触しなく
なるので、強い勢いで回転する。その後、板状部３２の一対の第二端辺３５が夫々一対の
溝壁部２４と当接し、回転金具３０は取付回転位置にて停止する。強い勢いで回転する一
対の第二端辺３５が、一対の溝壁部２４と当接する時に、音が発生する。設置者は、発生
した音を聞くことで、回転金具３０が取付回転位置まで回転したことを容易に認識できる
。
【００４１】
　設置者は、回転金具３０を取付回転位置まで回転させた後、ボルト９４、インナー金具
５０、及び回転金具３０を溝底部２２に載置する。ボルト９４の軸部９１は貫通孔３３か
ら上方に突出する。
【００４２】
　図６に示すように、取付回転位置にある回転金具３０が溝底部２２に載置された状態で
、設置者は、天板金具４０の貫通口４３に軸部９１を挿通し、一対の載置部４９を夫々一
対のリップ片２６に載置する。この場合、一対の延設部４８は、隙間２７を介してリップ
溝形鋼２０の内部に進入し、取付回転位置にある一対の側壁部３８を挟んで互いに対向す
る。設置者は、リップ溝形鋼２０の延設方向における、平板部４２及び載置部４９の夫々
の一端部に、太陽電池パネル３の一端部を載置する（図１参照）。
【００４３】
　図２に示すように、設置者は、支持金具７０のボルト孔７３に軸部９１を挿通し、支持
部７６が太陽電池パネル３の上面に接触するように、設置部７２を平板部４２に載置する
。軸部９１は、ボルト孔７３から上方に突出する。孔部５３、貫通孔３３、貫通口４３、
ボルト孔７３、及び軸部９１は互いに略同心となる。設置者は、平座金９８及びバネ座金
９７を順に上側から軸部９１に挿通した後、ナット９６を軸部９１に挿通する。設置者は
、ナット９６を平面視で時計回り方向に回転させながら下方に移動させる。
【００４４】
　図７に示すように、ナット９６の回転に伴って、ボルト９４は底面視で反時計回りに回
転する。回転するボルト９４の頭部９３が一対の対向壁部５８と当接すると、ボルト９４
及びインナー金具５０は軸部９１を中心に一体的に回転する。インナー金具５０の一対の
規制部５２Ａ及び一対の接触部５８Ａが、夫々、一対の側壁部３８と当接すると、ボルト
９４、インナー金具５０、及び回転金具３０は、軸部９１を中心に一体的に回転する。回
転金具３０の一対の側壁部３８が、夫々、天板金具４０の一対の延設部４８と当接した後
、一対の延設部４８が一対のリップ片２６と当接する。これにより、ボルト９４、インナ
ー金具５０、回転金具３０、及び天板金具４０の回転は、一対のリップ片２６によって規
制される。ボルト９４、インナー金具５０、回転金具３０、及び天板金具４０の、底面視
反時計回りの回転が規制される。これにより、ボルト９４の軸部９１に挿通されたナット
９６を設置者が回転させると、ボルト９４は回転せずナット９６は回転する。よって、設
置者は、回転させるナット９６（図２参照）を軸部９１に沿って容易に下降させることが
できる。なお、詳細な説明は省略するが、軸部９１に挿通されたナット９６を、設置者が
平面視で反時計回り方向に逆転させる場合、ボルト９４、インナー金具５０、回転金具３
０、及び天板金具４０は、底面視時計回り方向の回転が同様に規制される。
【００４５】
　図２に示すように、設置者が、バネ座金９７と当接する位置まで下降したナット９６を
さらに回転させると、ボルト９４は、回転が規制された状態で上方に移動する。ボルト９
４は、頭部９３がインナー金具５０の壁部５２と当接する位置まで上昇した後もさらに上
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昇し、壁部５２が回転金具３０の板状部３２と当接した後もさらに上昇する。上昇する板
状部３２が一対のリップ片２６の内表面２６Ａと当接した後、設置者がさらにナット９６
を回転させることで、ナット９６及びボルト９４は、パネル固定金具１０及び支持金具７
０を上下方向から強固に挟み込む。詳細には、ナット９６は支持金具７０及び天板金具４
０を一対のリップ片２６の外表面２６Ｂに押圧し、頭部９３はインナー金具５０及び回転
金具３０を内表面２６Ａに押圧する。支持金具７０がナット９６によって押圧されること
で、支持部７６は、平板部４２に載置される太陽電池パネル３の上面を押圧する。平板部
４２及び支持部７６は、ボルト９４及びナット９６によって互いに連結し、太陽電池パネ
ル３を挟み込んで支持する。これにより、パネル固定金具１０及び支持金具７０がリップ
溝形鋼２０の延設方向の一端部に取り付けられると同時に、太陽電池パネル３はパネル固
定金具１０及び支持金具７０に固定される。
【００４６】
　尚、パネル固定金具１０及び支持金具７０のリップ溝形鋼２０への取付方法は上記方法
に限定されない。図示しないが、設置者が例えば、パネル固定金具１０及び支持金具７０
を、はじめにボルト９４とナット９６で仮組み状態にしてもよい。より詳細には、設置者
は、孔部５３、貫通孔３３、貫通口４３、及びボルト孔７３の順に、ボルト９４の軸部９
１を下方から挿通し、ナット９６を軸部９１の上端部に取り付ける。この場合、インナー
金具５０、回転金具３０、天板金具４０、及び支持金具７０は、夫々、軸部９１に沿って
移動可能、且つ、軸部９１を中心に回転可能な状態となる。設置者は、回転金具３０及び
インナー金具５０を溝底部２２に載置させ、回転金具３０を挿入回転位置から取付回転位
置まで回転させ、天板金具４０を一対のリップ片２６に載置し、さらに設置部７２を平板
部４２に載置する。設置者は、一対のリップ片２６に太陽電池パネル３を載置し、パネル
固定金具１０及び支持金具７０を太陽電池パネル３へ向けてスライドさせる。設置者は、
太陽電池パネル３を平板部４２と支持部７６との間に挟んだ後、ナット９６を回転させて
軸部９１に沿って下降させる。これにより、パネル固定金具１０及び支持金具７０は、リ
ップ溝形鋼２０に取り付けられ、太陽電池パネル３は、パネル固定金具１０に固定される
。
【００４７】
　図８に示すように、パネル固定金具１０が、リップ溝形鋼２０の延設方向の一端部に代
えて延設方向の例えば中央部に取り付けられる場合、支持金具７０に代えて支持金具１７
０が使用される。支持金具７０は、支持金具１７０と同様に天板金具４０に設置される金
具である。支持金具１７０は設置部７２を備える。リップ溝形鋼２０の延設方向における
設置部７２の両端部の夫々に、立設部７５及び支持部７６が設けられる。リップ溝形鋼２
０の延設方向に沿って設置部７２の一方側及び他方側の夫々に配置される太陽電池パネル
３の上面を、各支持部７６は押圧する。これにより、パネル固定金具１０及び支持金具７
０には、二つの太陽電池パネル３が固定される。支持金具１７０をリップ溝形鋼２０に取
り付ける方法と、二つの太陽電池パネル３をパネル固定金具１０及び支持金具１７０に固
定する方法の詳細は、説明の重複を避けるため省略する。
【００４８】
　ここで、回転金具３０、インナー金具５０、及びボルト９４が一対のリップ片２６側か
らリップ溝形鋼２０の内部に挿入できるので、回転金具３０がリップ溝形鋼２０の延設方
向の一方側及び他方側からのみ挿入可能である場合と比べて、パネル固定金具１０の取付
けの自由度は向上する。即ち、リップ溝形鋼２０の延設方向の例えば両端部の夫々にパネ
ル固定金具１０が取付けられた後であっても、設置者は別のパネル固定金具１０をさらに
取り付けることができる。また、設置者は、リップ溝形鋼２０の延設方向の例えば中央部
に取り付けられたパネル固定金具１０を、リップ溝形鋼２０の延設方向の一端部までスラ
イドさせることなく、容易に取り外すこともできる。
【００４９】
　以上説明したように、貫通口４３を中心とした一対の延設部４８の回転は、一対のリッ
プ片２６によって規制される。また、一対の延設部４８の対向距離は、挿入回転位置にあ
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る板状部３２の、リップ溝形鋼２０の延設方向における長さよりも短い。従って、設置者
がボルト９４の軸部９１に挿通したナット９６を回転させる場合に、取付回転位置にある
一対の側壁部３８は、貫通孔３３を中心とした回転が一対の延設部４８によって規制され
る。さらに、よって、設置者がナット９６を回転させる場合に、パネル固定金具１０の回
転金具３０の回転は規制される。以上より、リップ溝形鋼２０に取り付けられる場合に回
転位置が安定するパネル固定構造１を実現できる。
【００５０】
　また、一対の載置部４９が夫々一対のリップ片２６の外表面２６Ｂに載置されることで
、天板金具４０とリップ溝形鋼２０の接触面積が増大する。太陽電池パネル３が天板金具
４０に設けられることで平板部４２に作用する荷重は分散される。よって、パネル固定構
造１は安定して太陽電池パネル３を支持できる。
【００５１】
　また、取付回転位置にある回転金具３０が溝底部２２に載置されている場合において、
軸部９１に挿通したナット９６を設置者が回転させることで、頭部９３が一対の対向壁部
５８と当接し、インナー金具５０は回転する。一対の規制部５２Ａ及び一対の接触部５８
Ａが夫々一対の側壁部３８と当接することで、壁部５２（インナー金具５０）の回転は規
制される。一対の側壁部３８が一対の延設部４８と当接し、さらに一対の延設部４８が一
対のリップ片２６と当接することで、ボルト９４、インナー金具５０、回転金具３０、及
び天板金具４０の夫々の回転は規制される。即ち、一対の規制部５２Ａ及び一対の接触部
５８Ａは、壁部５２（インナー金具５０）の回転を規制することで、ボルト９４の回転を
規制する。よって、取付回転位置にある回転金具３０が溝底部２２に載置されている場合
において、軸部９１に挿通されたナット９６を設置者が回転させると、ボルト９４が回転
せずにナット９６のみが回転する。よって、設置者はパネル固定金具１０をリップ溝形鋼
２０に容易に取り付けることができる。
【００５２】
　また、ボルト９４の回転を規制する一対の規制部５２Ａは、壁部５２の周端部のうち、
孔部５３を挟んで互いに対向する部位である。よって、パネル固定構造１は、簡易な機構
で、ボルト９４の回転を規制できる。
【００５３】
　また、ボルト９４の回転を規制する一対の接触部５８Ａはが上下方向に延びるので、各
接触部５８Ａと各側壁部３８の接触面積は増大する。インナー金具５０と回転金具３０と
が接触する場合において、インナー金具５０及び回転金具３０に作用する荷重は分散され
る。よって、パネル固定構造１はボルト９４の回転を安定して規制できる。
【００５４】
　なお、太陽電池パネル３は本発明の「パネル」の一例である。ボルト９４は本発明の「
締結部材」の一例である。下方向は、本発明の「第一方向」及び「第二方向」の一例であ
る。上方向は、本発明の「第一方向とは反対方向」及び「第二方向とは反対方向」の一例
である。挿入回転位置は、本発明の「第一回転位置」の一例である。取付回転位置は、本
発明の「第二回転位置」の一例である。板状部３２の直交方向は、本発明の「長手方向と
直交する方向」の一例である。
【００５５】
　本発明は上記実施形態に限定されるものではなく、種々の変形が可能である。支持金具
７０は、支持部７６を備えなくてもよい。この場合、立設部７５及び太陽電池パネル３の
側面部に設けられるネジ穴（図示略）にネジ（図示略）が締結されることで、支持金具７
０は、太陽電池パネル３を平板部４２とは異なる位置で支持できる。
【００５６】
　また、一対の載置部４９は、平板部４２と一体的に形成されていなくてもよく、平板部
４２と別体の部材であってもよい。一対の載置部４９は、リップ溝形鋼２０の溝幅方向に
おける平板部４２の両端部の夫々に形成されなくてもよく、例えばリップ溝形鋼２０の延
設方向及び溝幅方向と交差する方向における平板部４２の両端部に形成されてもよい。
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【００５７】
　また、板状部３２は、略矩形状でなくてもよく、例えば五角形等の多角形状であっても
よいし、略円板状又は略楕円形状等であってもよい。同様に、平板部４２及び壁部５２は
、夫々、略矩形状でなくてもよく、例えば五角形等の多角形状であってもよいし、略円板
状又は略楕円形状等であってもよい。
【００５８】
　また、回転金具３０の挿入回転位置は、板状部３２の溝幅方向における長さが溝開口幅
よりも短い回転位置であればよく、例えば、各第一端辺３４がリップ溝形鋼２０の延設方
向と交差して延びる回転位置であってもよい。また、回転金具３０の取付回転位置は、板
状部３２の溝幅方向の長さが溝開口幅よりも長い回転位置であればよく、例えば、各第二
端辺３５がリップ溝形鋼２０の延設方向と交差して延びる回転位置であってもよい。
【００５９】
　また、インナー金具５０の壁部５２には、一対の規制部５２Ａが二組形成される代わり
に、一組だけ形成されていてもよい。同様に、インナー金具５０の一対の対向壁部５８に
は、一対の接触部５８Ａが二組形成される代わりに、一組だけ形成されていてもよい。
【００６０】
　また、インナー金具５０は、一対の規制部５２Ａ及び一対の接触部５８Ａの両方を備え
ていなくてもよく、一対の規制部５２Ａ及び一対の接触部５８Ａの何れか一方を備えてい
てもよいし、何れをも備えていなくてもよい。以下、一対の規制部５２Ａを備えないパネ
ル固定構造１の変形例を説明する。図９に示す第一変形例に係るパネル固定構造１１は、
リップ溝形鋼２０とパネル固定金具１１０を備える。パネル固定金具１１０は、回転金具
３０に代えて回転金具１３０を備え、インナー金具５０に代えてインナー金具１５０を備
えることのみが、パネル固定金具１０とは異なる。尚、図９では、天板金具４０の図示を
省略する（図１０も同様）。
【００６１】
　回転金具１３０は、一対の側壁部３８に代えて一対の側壁部１３８を備える。各側壁部
１３８の下端部には、リップ溝形鋼２０の延設方向に並ぶ二つの切欠部１３８Ａが形成さ
れる。各切欠部１３８Ａは、各側壁部１３８の下端部が上方に向けて切り欠かれることで
形成される。回転金具１３０に形成される四つの切欠部１３８Ａは、軸線Ｑを挟んで互い
に対向する二つの切欠部１３８Ａが対をなす。軸線Ｑは、貫通孔３３及び孔部５３の夫々
の中心を上下方向に通過する。回転金具１３０には、一対の切欠部１３８Ａが二組形成さ
れる。尚、図９では、一対の側壁部１３８のうち、一方の側壁部１３８に形成される切欠
部１３８Ａのみを図示する。
【００６２】
　インナー金具１５０は、壁部１５２及び一対の対向壁部１５８を備える。壁部１５２は
、壁部５２に比べて溝幅方向の長さが短い略矩形状の板状であり、中央部に孔部５３を備
える。一対の対向壁部１５８は、リップ溝形鋼２０の延設方向における壁部１５２の両端
部から夫々下方に延びる。各対向壁部１５８は、下部が上部よりも幅広な形状である。各
対向壁部１５８の下部のうち、溝幅方向の両端部には、夫々接触部１５８Ａが形成される
。各接触部１５８Ａは、上下方向に長さを有し、各切欠部１３８Ａに下方から進入可能で
ある。一対の対向壁部１５８には、接触部１５８Ａが四つ形成される。四つの接触部１５
８Ａのうち、軸線Ｑを挟んで互いに対向する二つの接触部１５８Ａを一対の接触部１５８
Ａという。一対の接触部５８Ａを互いに結ぶ直線距離は、一対の側壁部１３８の一方から
他方に至る最短の距離よりも長い。
【００６３】
　インナー金具１５０は、各切欠部１３８Ａが各切欠部１３８Ａに下方から進入すること
で、孔部５３が貫通孔３３と略同心となるように位置決めされる。インナー金具１５０が
孔部５３を中心に回転する場合、四つの接触部１５８Ａのうち少なくとも一対の接触部１
５８Ａが、夫々に対応する切欠部１３８Ａと当接する。即ち、取付回転位置にある回転金
具１３０と、一対の側壁部１３８の間に配置されるインナー金具１５０が溝底部２２に載
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一対の接触部１５８Ａは、壁部１５２（インナー金具１５０）の回転を規制し、ボルト９
４の回転を規制する。よって、設置者はパネル固定金具１１０をリップ溝形鋼２０に容易
に取り付けることができる。
【００６４】
　また、パネル固定金具１０は、インナー金具５０を備えなくてもよい。例えば、図１０
に示す第二変形例に係るパネル固定構造１２は、リップ溝形鋼２０とパネル固定金具２１
０を備える。パネル固定金具２１０は、回転金具３０に代えて回転金具２３０を備え、イ
ンナー金具５０を備えないことのみが、パネル固定金具１０とは異なる。回転金具２３０
は、板状部２３２及び一対の側壁部３８を備える。リップ溝形鋼２０の延設方向及び溝幅
方向における板状部２３２の長さは、夫々、板状部３２と同じである。板状部２３２は、
中央部に貫通孔１３３を備える。貫通孔１３３は、貫通孔３３よりも大きい。回転金具２
３０には、ボルト１９４が挿通可能である。ボルト１９４は、ＪＩＳ規格で定められる「
Ｍ１２」の標準ボルトである。ボルト１９４の頭部１９３は一対の側壁部３８の間に配置
される。頭部１９３は、中心部を挟んで互いに対向する角部を結ぶ直線距離（対角線距離
）が、一対の側壁部３８の対向距離よりも長い形状である。取付回転位置にある回転金具
２３０が溝底部２２に載置されている場合において、ボルト１９４の軸部１９１に挿通さ
れたナット（図示略）が回転されると、頭部１９３が一対の側壁部３８と当接する。これ
により、ボルト１９４の回転は規制される。従って、ボルト１９４は回転せず、ナット（
図示略）のみが回転する。よって、設置者は、パネル固定金具２１０を容易にリップ溝形
鋼２０に取り付けることができる。
【符号の説明】
【００６５】
１，１１，１２　　　　パネル固定構造
３　　　　　　　　　　太陽電池パネル
１０，１１０，２１０　パネル固定金具
３０，１３０，２３０　回転金具
３２，２３２　　　　　板状部
３３，２３３　　　　　貫通孔
３８，１３８　　　　　側壁部
４０　　　　　　　　　天板金具
４２　　　　　　　　　平板部
４２Ａ　　　　　　　　一端部
４２Ｂ　　　　　　　　他端部
４３　　　　　　　　　貫通口
４８　　　　　　　　　延設部
４９　　　　　　　　　載置部
５０，１５０　　　　　インナー金具
５２，１５２　　　　　壁部
５２Ａ　　　　　　　　規制部
５３　　　　　　　　　孔部
５８，１５８　　　　　対向壁部
５８Ａ，１５８Ａ　　　接触部
７０，１７０　　　　　支持金具
９４，１９４　　　　　ボルト
Ｐ，Ｑ　　　　　　　　軸線
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